
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 

鹿児島県 徳之島町 



 

 

 

 

 

集落名 駐在員名 課 名 集落担当職員 電話・内線 

大原１ 澤 照代 
地域営業課 澤 愛香 83-4111 

大原２ 井藤 美智子 

尾 母 琉 和子 収納対策課 琉 喬至 173 

南 原 岸 ケイ子 総 務 課 福 美睦 214 

南 区 福田 哲也 税 務 課 住田 義和 142 

中 区 西川 利男 社会教育課 東 幸樹 82-2904 

東 区 石井 宏延 税 務 課 里村 哲修 143 

北 区 幸多 勝弘 介護福祉課 白山 亮太 133 

亀 徳 実吉 悟 建 設 課 住田 直幸 253 

徳和瀬 徳田 達夫 総 務 課 井川 博史 214 

諸 田 里内 吉次 地域営業課 沖 よしみ 83-4111 

神之嶺 水野 榮安 税 務 課 大山 剛 141 

井之川 保 和廣 建 設 課 岩崎 仁 254 

下久志 濵 睦男 総 務 課 上田 健太 211 

旭ヶ丘 久保 英也 学校教育課 久保 鳴美 82-1308 

池 間 為島 良一 学校教育課 貞 優樹 82-1308 

反 川 満田 秀博 建 設 課 川畑 優也 252 

大 当 武島 成仁 花 徳 支 所 島崎 秀太 84-0048 

花時名 福 末仁 地域営業課 吉田 広和 83-4111 

前 川 山口 史 農林水産課 保岡 健太 243 

新 村 井口 廣人 建 設 課 中島 友記 251 

上花徳 保岡 幸博 花 徳 支 所 南郷 生美 84-0048 

轟 木 吉 次子 花 徳 支 所 森 淳 84-0048 

畦 福留 勇 農業委員会 川田 隆博 272 

港 川 岩本 博 耕 地 課 林 孝俊 233 

内千川 有川 一 水 道 課 長井 翼 151 

山 里 安田 りつ子 建 設 課 岩本 祥也 252 

金 見 太良 富彦 学校教育課 元田 智貴 82-1308 

手 々 稲 繁二 健康増進課 中島 美和 135 

集落担当職員一覧 

徳之島町では集落担当職員を配置しています。 

駐在員と役場の懸け橋として活動しますので、何かありましたら 

お気軽に集落担当職員へ連絡してください。（代表電話：82-1111） 

 
【令和３年4月 1日現在】 
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予算ってなんだろう？ 
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１．予算の基礎知識 

新しい年度が始まる前に、１年間（４月から翌年の３月まで）にどのくらいの収入があ

るか、その収入をもとにして、行政サービスをどのように行うのかを計画し、その費用

を見積もります。これらの内容をまとめたものが予算書で、徳之島町に入ってくるお金

のことを「歳入」、使うお金のことを「歳出」と呼んでいます。 

Ｑ 
 Ａ 

 

徳之島町 

Ｑ 
 

Ａ 
 町長は、各担当課の案を自分の考えに沿って予算案をまとめ、町議会に提出します。提

出された予算案は、町民の代表である町議会議員により審議され、町議会の議決により

予算が決められます。 

議 会 

町 民 

町 長 

予 算 

議 決 

執 行 

調 整 

公開 監視 
予
算
の
基
礎
知
識 
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台風などの自然災害、社会情勢の変化等により当初見積もった経費に見直しが必要となっ

た場合は、変更する予算案を作り当初予算と同じように町議会へ提出します。概ね６月、

９月、１２月、３月の定例議会で変更します。 

Ｑ 
 Ａ 

 

Ｑ 
 Ａ 

 

予算が決まるまでには、徳之島町の場合約４か月かかります。担当課は事業の課題を解決

したり、新しい事業を実施するための予算を要望します。それを財政担当課が、社会情勢

や財政状況などを考慮し、実際にどのくらいのお金が必要なのか検討します。お金が足り

ない場合は優先順位をつけることも重要となります。 

予
算
の
基
礎
知
識 

12 月上旬 

12 月下旬 

1 月上旬 

2 月中旬 

３月上旬 

4 月～ 

何度も調整を重ね

て予算は決められ

ているんだね。 
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■令和３年度一般会計及び特別会計当初予算前年度比較 

会 計 名 令和３年度 令和２年度 前 年 比 

一般会計 8,253,482 9,529,300 △1,275,818 

特 

別 

会 

計 

簡易水道事業 - - - 

国民健康保険事業 1,407,386 1,397,404 9,982 

農業集落排水事業 12,820 11,900 920 

介護保険事業 1,173,468 1,170,017 3,451 

公共下水道事業 529,377 556,235 △26,858 

後期高齢者医療 129,888 116,374 13,514 

上水道事業 379,858 387,410 △7,552 

合  計 11,886,279 13,168,640 △1,282,361 
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福祉、教育等の行政サービスや道路の整備や公営住宅の建設など基本的

な行政サービスを行うための会計です。 

Ｑ 
 

Ａ 
 

Ｑ 
 Ａ 

 

特定の目的のための会計で、国民健康保険や介護保険など徳之島町には

７の特別会計があります。 

一般会計 

って？ 

特別会計 

って？ 

（単位：百万円） 

令和 3 年度は昨年

度より 13％減額

予算となっていま

す。 

単位：千円 
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■令和３年度一般会計歳入予算 

項  目 説  明 金 額 前年度比 

自主財源 町が自主的に調達できる収入 2,370,844 62,046 

自 

主 

財 

源 

町 税 皆さんが町に納めた税金です。 928,865 5,764 

分担金及び負担金 

事業に係る経費の一部を受益の程度に

応じて利用者に負担していただくお金

です。 

85,120 52,154 

使用料及び手数料 
施設の利用や証明書を発行する際にい

ただくお金です。 
136,747 775 

財産収入 
町の財産を売払い、貸付する際にいた

だくお金です。 
47,982 △12,045 

寄附金 町へ寄付していただいたお金です。 402,702 △300 

繰入金 
各種基金（貯金・運用資金）を取り崩

して使うお金です。 
701,350 32,341 

繰越金 前年度からの繰越金です。 30,000 0 

諸収入 いずれにも当てはまらない収入です。 38,078 △16,643 

依存財源 
国や県から交付されたり、割り当てら

れるお金や町債（借金） 
5,882,638 △1,337,864 

依
存
財
源 

譲与税・交付金・交

付税 

消費税や所得税など皆さんが国や県に

納めた税金の一部です。 

使い道は自由です。 

3,436,420 27,818 

国・県支出金 
皆さんが国に納めた税金の一部。使い

道は決められています。 
1,663,618 38,818 

町 債 銀行などからの借入（借金） 782,600 △1,404,500 

合  計 8,253,482 △1,275,818 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 
 

Ａ 
 

２．歳 入 

単位：千円 

ちなみに・・・ 
 

依存財源には、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地

方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、 

地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、 

県支出金、町債などがあります。 

予
算
の
基
礎
知
識 

歳 
 

入 
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Ｑ 
 

Ａ 
 

 

地方交付税 

3,150,000 

38.2％ 

国庫支出金 

952,996 

11.5％ 

県支出金 

710,662 

8.6％ 町 債 

782,600 

9.5％ 

町 税 

928,865 

11.2％ 

繰越金 30,000（0.4％） 諸収入 38,078（0.5％） 

使用料及び手数料 136,747（1.7％） 

分担金及び負担金 85,120（1.0％） 

財産収入 47,982（0.6％） 繰入金 701,350（8.5％） 

地方譲与税 65,001（0.8％）  利子割交付金 1,000（0.0％） 

配当割交付金 1,200（0.0％）  株式譲渡所得割交付金 800（0.0％） 

法人事業税交付金 8,919（0.1％）  環境性能割交付金 7,000（0.1％）  

地方特例交付金 2,000（0.0％）  交通安全対策特別交付金 1,500（0.0％） 

地方消費税交付金 200,000（2.4％） 

徳之島町は、歳入の多くを地方交付税などの依存財源に頼ってい

る状況にあります。今後も貴重な自主財源である町税の確保に努

め、国庫補助事業や交付税措置のある地方債の活用により健全な

財政運営に努める必要があります。 

歳 
 

入 

単位：千円 
寄附金 

402,702（4.9％） 

自主財源 

2,370,844 

28.7％ 

依存財源  

5,882,638 

71.3％ 
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■令和３年度一般会計歳出予算 

項  目 説  明 金 額 前年度比 

議 会 費 
議員の報酬や議会事務局職員の人件費、議会運

営などに使う経費 
89,659 △5,892 

総 務 費 
庁舎などの管理、財政管理、町税の賦課徴収、戸

籍など役場の全般的な仕事に使う経費 
1,706,570 △1,299,374 

民 生 費 
児童、高齢者、心身障害者などの支援などに使う

経費 
1,718,227 108,224 

衛 生 費 
医療、公衆衛生、ごみなどの一般廃棄物の収集処

理などに使う経費 
925,177 △34,894 

農林水産費 農林漁業の振興、技術の普及などに使う経費 1,098,302 263,388 

商 工 費 商工業の振興、観光振興などに使う経費 65,591 2,240 

土 木 費 
道路、河川、住宅などの公共施設の整備や維持管

理に使う経費 
786,060 △208,985 

消 防 費 
災害、風水害、地震等の災害から町民を守るため

の経費 
262,001 △74,358 

教 育 費 
学校の建設・管理、生涯学習、文化財保護など教

育行政に使う経費 
795,741 △20,195 

災害復旧費 災害復旧のために使う経費 2,453 △65 

公 債 費 
事業を行うために国や金融機関から借り入れた町

債（借金）の返済金 
800,700 △5,907 

諸 支 出 金 他の支出科目に含まれない経費をまとめたもの 1 0 

予 備 費 
緊急に支出を必要とする場合に備えて用意してい

るお金。 
3,000 0 

合    計 8,253,482 △1,275,818 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 
 

Ａ 
 

３．歳 出 

歳 
 

出 

単位：千円 

ちなみに・・・ 
 

各課が行う事業に合わせた項目から予算は支出されています。 

○総務費・・・総務課、企画課、会計課、税務課、収納対策課、選挙管理委員会、監査など 

○議会費・・・議会事務局   ○土木費・・・建設課  ○民生費・・・介護福祉課など 

○教育費・・・学校教育課、社会教育課 

○農林水産費・・・農林水産課、耕地課、地域営業課など 

○衛生費・・・健康増進課（保健センター）、住民生活課 

 

国民健康保険証の 

ことは健康増進課 

になるんだね。 
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■一般会計主な支出区分 

節 節の説明 経費の説明 

報酬 

議員報酬、委員報

酬、会計年度任用

職員報酬など 

議員や各種委員に対する報酬を支出する経費です。 

給料 特別職給、一般職給 
町長、副町長、教育長、一般職員の給料を支出する経費で

す。 

職員手当等 
扶養手当、通勤手

当、住居手当など 
職員及び特別職の各種手当を支出する経費です。 

共済費 
地方公務員共済組

合に対する負担金 

職員の共済組織への負担金や臨時職員の事業主負担分を支

出する経費です。 

報償費 報償金 
講演会講師への謝礼など役務の提供に対する支出をする経

費です。 

旅費 費用弁償、普通旅費 
公務のための旅行に要する費用や島内移動のためのバス賃

などを支出する経費です。 

需用費 

消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水

費、修繕費など 

消耗品やガソリンの購入、印刷に係る経費、電気代、水道

料などを支出するほか、庁舎の修理などの修繕に係る経費

を支出する経費です。 

役務費 
通信運搬費、手数

料、保険料など 

郵便や電話等に係る経費のほか、検査手数料や公用車の損

害保険料等を支出する経費です。 

委託料  
測量設計や健康診断等の業務委託に対して支出する経費で

す。 

使用料及び賃

借料 
 

土地、建物等の不動産、会場借上げ、自動車、機械類のリ

ース等を支出する経費です。 

工事請負費  工事の費用を支出する経費です。 

原材料費  工事や加工品生産のための原料・材料を支出する経費です。 

備品購入費  机、椅子、自動車等の備品を購入する経費です。 

負担金、補助及

び交付金 

負担金、補助金、交

付金 
各種団体等への負担金、補助金を支出する経費です。 

扶助費  
児童福祉法、身体障がい者福祉法等に基づき支出する経費。

児童手当や障がい者医療費給付などがあります。 

償還金、利子及

び割引料 
償還金 

地方債の元利償還金のための支出のほか、過年度税収入の

還付金等を支出する経費です。 
 

積立金  
庁舎整備基金など使い道が特定された基金の積立のために

支出する経費です。 

繰出金  
特別会計の過不足に対して一般会計から支出する経費で

す。 

 

 

Ｑ 
 

Ａ 
 

歳 
 

出 
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■令和２年度一般会計歳出予算 
 

町民一人当たり

に使われる額 
 

総 額 

799,446円 
（前年度比 

△145,827円） 

 

民生費 
 

166,430円 
  （＋6,723円） 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者・児童・障害者

の福祉推進に 
 

 

総務費 
 

165,301円 
  （△132,878円） 

 

 

 

 

 

 

総務管理・財務管理・

企画調整・地域振興・

税務事務などに 
 

 

農林水産費 
 

106,383円 
  （＋23,562円） 

 

 

 

 

 

 

 

農業・林業・畜産業・

水産業の振興に 
 

 

衛生費 
 

89,614円 
  （△5,621円） 

 

 

 

 

 

 

 

健康で衛生的な生活環

境を保持するために 

 

公債費 
 

77,557円 
  （△2,455円） 

 

 

 

 

 

 

町債の元金や利子、一

時借入金の利子を支払

うために 

 

 

教育費 
 

77,077円 
  （△3,861円） 

 

 

 

 

 

 

学校教育・社会教育の

充実、スポーツの振興

などに 

 

 

土木費 
 

76,139円 
  （△22,566円） 

 

 

 

 

 

 

 

道路や河川、公園、住

宅等の社会資本整備に 

 

消防費 
 

25,378円 
  （△7,988円） 

 

 

 

 

 

 

消防事務、災害時の被

害軽減のための活動・

予防に 

 

議会費 
 

8,684円 
  （△794円） 

 

 

 

 

 

 

 

町議会の運営活動に 

 

商工費 
 

6,353円 
  （＋69円） 

 

 

 

 

 

 

 

商工業・観光の振興に 

 

災害復旧費 
 

237円 
  （△13円） 

 

 

 

 

 

 

 

災害によって受けた被

害の復旧に 

 

Ｑ 
 

Ａ 
 

歳 
 

出 
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■地方債現在高の推移（平成 27年度～令和元年度） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

■令和元年度末基金の状況 

 

 

8,269  

8,034  

7,946  7,990  

7,880  

7,600

7,700

7,800

7,900

8,000

8,100

8,200

8,300

8,400

H27 H28 H29 H30 R1

区  分 現 在 高 

財政調整基金 1,127,541 

減債基金 261,037 

図書教育基金 2,540 

庁舎整備基金 301,794 

ふるさと創生基金 660 

地域福祉基金 19,400 

地域振興基金 31,971 

中山間水と土基金 10,035 

文化振興基金 12,324 

公営住宅建設基金 11,268 

ふるさと思いやり基金 362,411 

自衛隊殉職者慰霊碑管理基金 924 

徳之島用水基金 223,000 

合  計 2,364,905 

Ｑ 
 

Ａ 
 

Ｑ 
 Ａ 

 

そ 

の 

他 

事業の円滑な運営や地方債の償還等の支出に充てるための貯金を持っており、それを

「基金」と言います。基金が多いほど財政的に余裕のある運営が可能になります。 

令和元年度は前

年度よりも借金

の残高が減って

います。 

（単位：千円） 

（単位：百万円） 



 

４.令和３年度主な予算 

徳之島町の予算を知る旅に出発だ！！ 



課 名 総務課

係 名 庶務係

事 業 費

マナー研修 3千円

法制執務研修 60千円

1

　日々多様化する住民ニーズや行政課題に的確に対応できるよう，職員研修等を通じ職員の意
識改革を進める等，人材育成に努めます。
　職員の接遇について，適切な言葉遣いや丁寧な対応を心がけ，事務の適正化・迅速化・高度
化を図り，質の高い町民サービスの提供に取り組めるよう研修を深めます。

　【R2年度実施内容】　○マナー研修　　○法制執務研修　　○職員研修（公務員倫理・財政
研修・課長・課長補佐研修・主査・係長研修等）　○人事評価研修　○弁護士研修

　

63千円

財源内訳
町負担額　63千円

主な経費

　職員研修事業

＜わかりやすい予算書の見方＞ 

① ② 

③ 

⑤ 

⑥ 

令和3年度の主な予算について、各課・局ごとに一般会計と特別会計に分けて

掲載しています。 

 

 ① 課名・係名・・・事業を担当する課と係名です。お問い合わせはこちらにお願いします。 

 ② 事業名・・・どういった事業を行っているのかについて書かれています。 

 ③ 事業内容・・・事業に関する説明が書かれています。 

 ④ 写真・イラスト・・・事業の内容がわかる写真やイラストです。 

 ⑤ 事業費及び財源内訳・・・事業にかかる金額とそのお金を誰が負担しているのか 

              について書かれています。 

 ⑥ 主な経費・・・事業にどのようなお金が使われているのかについて書かれています。 

少しでも疑問や質問がありましたら 

        各課へお気軽にお問い合わせください！！ 

  徳之島町役場 
 〒891-7192 

 鹿児島県大島郡徳之島町亀津7203 

 ＴＥＬ：0997-82-1111（代表） 

 ＦＡＸ：0997-82-1101 

④ 



課 名

係 名

事 業 費

町負担額　 1,711千円

議会車馬賃 248千円

臨時会会議録・議会だより印刷製本費（臨時会） 543千円

会議録作成委託料（定例会） 790千円

議会中継システム保守点検委託料 110千円

議会報告会施設使用料 20千円

課 名

係 名

事 業 費

町負担額 2,901千円

議員研修旅費 2,901千円

  

1．議会事務局

2 議会事務局 議会議員研修事業

　地域社会の発展と町民福祉の向上のために必要な課題意識と課題解決能力、議会議員としての資
質の向上を図るために関係機関が実施する研修に参加します。

【R3年度実施予定】　 議員研修（5月）   奄美群島議員大会及び議員研修（6月）
　　　　　　　　　　  正副議長研修会（7月） 市町村政研修（8月）
　　　　　　　　　　   議会広報研修（１１月）　議員研修（1月）

主な経費

1 議会事務局 議会運営事業

財源内訳

　徳之島町議会の定例会及び臨時会、各種委員会の運営を行います。
インターネットによる議会中継や議会だよりなどでの広報に努めるほか、町民の方々に身近で親し
みやすい徳之島町議会となるよう、昨年同様議会報告会も開催する予定です。
また、各定例会の会議録は町ホームページまたは、事務局並びに町立図書館でご覧になれます。

　　　【定例会】　　　３月、６月、９月、12月
　　　【議会報告会】　開催日未定

2,901千円

財源内訳

主な経費

　

1,711千円
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課 名 総務課

係 名 庶務係

事 業 費

町負担額 　385千円

研修会負担金 60千円

弁護士研修報償費 175千円

マナー研修報償費 150千円

課 名 総務課

係 名 文書係

事 業 費

町負担額　 12,506千円

借入金　 10,000千円

駐在員車馬賃 87千円

駐在員業務委託料 17,987千円

駐在員損害保険料 212千円

集落活性化補助金 4,220千円

2．総務課

2

多様化する住民ニーズに迅速に対応するため、本町の行政事務の円滑かつ有効的な運営をはかるた
め駐在員を配置しています。また、集落の自立と永続的な活動を支援するため、集落活性化補助金
を交付しています。
　
【事務内容】
（1）周知及び伝達事項並びに印刷物等の配布及び掲示　（2）徴収令書、その他告示書の配布
（3）各種調査及び報告書、申告書等の配布及び取りまとめ　（4）非常災害発生の場合における状
況報告（5）事実証明（6）その他町長が命じた事項

駐在員事業・集落活性化事業補助金

　

22,506千円

財源内訳

主な経費

1 職員研修事業

　
　日々多様化する住民ニーズや行政課題に的確に対応できるよう、職員研修等を通じ職員の意識改
革を進める等、人材育成に努めます。
　職員の接遇について、適切な言葉遣いや丁寧な対応を心がけ、事務の適正化・迅速化・高度化を
図り、質の対価町民サービスの提供に取り組めるよう研修を深めます。

【R３年度実施内容】　〇法制執務研修　〇職員研修（新人職員研修、課長・課長補佐研修、主査
係長研修等）　〇弁護士研修　○マナー研修　ほか

　

385千円

財源内訳

主な経費
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課 名 総務課

係 名 財政係

事 業 費

町負担額　　 158,616千円

基金繰入金 123,000千円

借入金　 99,000千円

旅費 427千円

需用費 50千円

手数料・借上料 153千円

委託料 149,741千円

工事請負費 160,000千円

備品購入費 70,245千円

課 名 総務課

係 名 電算係

事 業 費

国庫補助金　 1,064千円

町負担額　 38,083千円

需用費 1,665千円

役務費 1,979千円

委託料 2,607千円

使用料及び賃借料 12,961千円

備品購入費 550千円

負担金 19,385千円

4

3 新庁舎建設事業

　老朽化や耐震性等の現庁舎の抱える問題を解決し、防災拠点機能としての強化を図るため、新庁
舎建設事業を行い、災害に強い庁舎の整備を行います。
【R3年度実施内容】　新庁舎設計監理業務委託、電算移設業務委託、新庁舎建設工事請負費等

　

主な経費

380,616千円

財源内訳

　情報の多様化に備え，さまざまなセキュリティ脅威から情報資産の確保を行い，システムセキュ
リティの強化に努めています。
　庁舎内機器の資産管理やウィルス対策ソフト等の更新，サーバー機器等の管理運営及び基幹系シ
ステムやマイナンバー対応への準備を行っています。

　

39,147千円

財源内訳

主な経費

電算管理事業

＜光インターネットを使ってみよう！＞ 
 

☆光回線とは？ 
 光回線とは、光ファイバーケーブルを使ったブロードバンド回線のことです。ＩＳＤＮやＡＤＳ
Ｌなどと比べると信号の減衰が少なく、ノイズの干渉に非常に強いのが特徴です。そして、光回線
の最大のメリットは、データ通信速度の速さで、最大100Ｍｂｐｓという速度で動画の視聴や音楽
のダウンロードなど、高速インターネットを楽しめることもメリットの一つです。 
 
☆光サービスの料金は？ 
 光サービスの利用料金は、契約状況によって異なります。詳しくは下記にお問い合わせください。 
 （※徳之島町の光インターネットの申し込みができるエリアは、亀津地区、亀徳地区の一部となります） 

 
             【お問い合わせ先】徳之島ビジョン ＴＥＬ：0997-86-4250 
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課 名 総務課

係 名 電算係

事 業 費

町負担額　 8,166千円

その他 　9,881千円

需用費 390千円

委託料 12,492千円

使用料及び賃借料 2,327千円

備品購入費 2,816千円

その他 22千円

課 名 総務課

係 名 消防交通係

事 業 費

国庫支出金 27千円

町負担額　 216,159千円

借入金　 37,900千円

徳之島地区消防組合分賦金 194,884千円

高規格救急車導入負担金 37,907千円

消防団報酬、手当、旅費 12,969千円

消防協会等負担金 4,769千円

その他 3,557千円

財源内訳

6

　
　徳之島３町で運営している常備の徳之島地区消防組合の運営に係る経費の一部を負担していま
す。
　非常備である消防団員は町民の生命と財産を守るため、定期的な訓練及び防火活動、年末警戒等
年間の活動に対しての報酬や火災、自然災害時の出動に対する手当、消防協会への負担金、また、
消防資機材（消防車等）の購入、維持管理等町民の安全安心な暮らしづくりの推進に努めます。

　

254,086千円

主な経費

消防関連事業

5

【地域ICT基盤の高度化と利活用の推進・安心安全なICT 利活用に向けた環境整備・電子自治体の推進】

　国の施策・支援措置を利用し、すべての世帯での超高速ブロードバンド（光ファイバーなど）利
用の実現を目指します。町民が安心してICTを利活用するために、町ホームページ・町広報などを
利用し、町民の情報セキュリティーに対する知識の向上と意識啓発を図り、安心・安全なユビキタ
ス社会を実現するためのネットワーク環境の整備を推進します。

　

18,047千円

財源内訳

主な経費

地域情報通信基盤整備事業
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課 名 企画課

係 名 企画開発係

事 業 費

県支出金  　 8,281千円

借入金 20,400千円

町負担額 46,271千円

航空航路運賃軽減等事業 32,483千円

地域公共交通活性化再生事業 4,200千円

地方公共交通特別対策事業 30,769千円

高等学校バス通学支援事業 500千円

徳之島自動車学校運営事業 7,000千円

課 名 企画課

係 名 ふるさと思いやり応援推進係

事 業 費

寄附金　 402,700千円

ふるさと思いやり基金　 1,783千円

報酬・共済費 6,612千円

報償物品費（返礼品+送料） 176,000千円

事務費 52,981千円

補助金（基金活用事業） 1,783千円

積立金 167,107千円

３．企画課

2

　徳之島町を想う、全国の方々に「徳之島町ふるさと思いやり基金」への寄附を募ります。
　頂いた寄附金は、寄附者の意向に沿って、教育や福祉、観光事業等の施策に活用します。また、
寄附をして下さった町外の皆様には地元の特産物を返礼品として贈り、地元特産物を通じて、徳之
島町の魅力をさらに高められるようPRしています。

【令和３年度】　○ふるさと納税PR活動　○ふるさと思いやり基金活用事業（高校応援事業）

自然保護事業にも取り組んでいます。

404,483千円

財源内訳

主な経費

ふるさと納税推進事業

1 交通政策事業（航路・航空・バス）

　奄美群島における割高な移動コストの軽減を目的に、奄美群島振興交付金事業を活用し、飛行機
や船の運賃軽減を行っています。
　また、島内のバス路線支援を目的に、県の補助金（地方公共交通特別対策事業補助金）を活用し
ながら島内バス路線の維持・活用に向けた取り組みを行い、令和元年度から徳之島高等学校の通学
に必要なバス定期券や回数券購入費用への補助事業を開始しました。その他、北部地区（手々～花
徳）や尾母地区においてデマンドバスを運行し、沿線住民の生活路線の確保に努めています。
　更に、少子高齢化の影響により入学生の減少が課題となっている徳之島自動車学校の運営継続の
ため、令和2年度から運営補助を行い島内で免許を取得できる環境維持を図っています。
　
【令和3年度】
　　○航路・航空運賃の軽減事業　○島内バス路線支援事業　○デマンドバス運行事業
　　〇高等学校バス通学支援事業   ○徳之島自動車学校運営事業

　

74,952千円

財源内訳

主な経費
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課 名 企画課

係 名 自然保護係

事 業 費

町負担額 300千円

ふるさと思いやり基金 　6,630千円

報償費 990千円

印刷製本費 700千円

補助金 500千円

委託費 4,190千円

その他 550千円

課 名 企画課

係 名 企画開発係

事 業 費

国庫支出金 800千円

県支出金 400千円

町負担額 400千円

移住支援金 1,600千円

・世帯（２人以上の家族） 1,000千円

・単身者 600千円

4

　東京圏２３区（在住者又は通勤者）から徳之島町内に移住し、移住支援金対象法人求人一覧に掲
載した町内企業の求人に応募し就職した方、又は起業支援金の交付決定を受けた方に、移住支援金
が交付される制度。

【令和3年度】　○移住支援金

　

1,600千円

財源内訳

主な経費

移住就業・起業支援事業

3 世界自然遺産登録推進業務

　奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島の世界自然遺産登録に関しては、世界遺産委員会の諮
問機関である国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）から推薦地の生物多様性に負の影響を与える外来種対
策、アマミノクロウサギをはじめとする絶滅危惧種のモニタリングシステムの構築、野生生物の違
法採取や希少種の保護対策の強化が指摘されている。
　これらに対応するための取組として、地域課題である外来種・希少動植物保護対策を推進すると
ともに、世界自然遺産登録に向けた自然体験活動や環境教育を題材としたシンポジウムの開催など
質の高い自然ふれあい体験を実施することで、世界自然遺産登録に向けた強力な後押しとなること
が期待できる。

　

6,930千円

財源内訳

主な経費
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課 名 企画課

係 名 広報統計係

事 業 費

町負担額　 6,738千円

印刷製本費 5,513千円

委託料 1,028千円

旅費 144千円

その他 53千円

課 名 企画課

係 名 広報統計係

事 業 費

町負担額 　470千円

長寿顕彰金（5万円×9名） 450千円

その他 20千円

課 名 企画課

係 名 統計係

事 業 費

県支出金　 1,313千円

町負担額　 9千円

調査員報酬 710千円

事務費 612千円

5 広報事業（広報紙、町ウェブサイト、ふるさとCM）

財源内訳

主な経費

6 長寿顕彰金

　100歳に達した方を健康長寿町民として称え、長寿栄誉賞を授与し顕彰金を支給しています。

長寿栄誉賞伝達

470千円

財源内訳

主な経費

　町からのお知らせや身近な話題等を掲載した広報紙を毎月発行し、町内全世帯に配布します。
　高齢者や障がい者を含め、誰もが情報や機能を支障なく利用できる「アクセシビリティ」に対応
するため、町公式ウェブサイトの試験を行います。

徳之島町公式ウェブサイト

6,738千円

財源内訳

主な経費

7 統計調査の実施

　「統計法」などに基づき様々な統計調査が行われており、各種調査の結果は地域活性化政策、人
口政策（定住促進など）、小・中学校の社会科の副読本（補助教科書）の参考資料などに用いられ
ています。
　令和3年度は「学校基本調査」「経済センサス-活動調査」等を実施します。経済センサス-活動
調査は我が国におけるすべての事業所・企業が対象となり、５年ごとに実施する調査です。調査へ
のご回答よろしくお願いいたします。
　なお、調査票に回答していただいた内容は統計法に定められている統計を作成するためだけに使
われ、秘密は固く守られます。

　

1,322千円
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課 名 企画課

係 名 広報統計係

事 業 費

県支出金　 200千円

町負担額　 48千円

無料弁護士相談会 200千円

事務費 48千円

課 名 企画課

係 名 広報統計係

事 業 費

家賃収入 300千円

定住促進住宅（金見） 300千円

移住定住促進事業

　徳之島町への移住定住を促進するための事業費です。

○移住促進パンフレット：鹿児島県などが都市圏で出展する移住イベントで配布。
○定住促進住宅：民間の空き家を町が借り上げ、移住者へ転貸。
○空き家バンク：空き家を貸したい・売りたい所有者の皆様から申込を受け、空き家を借りたい・
買いたい希望者へ、町が空き家情報を紹介する制度です。

消費者行政活性化事業

　消費者被害を未然に防ぎ、消費者の皆様の権利を守るための取り組みです。
　大島消費生活相談所と共催で「移動消費生活講座」の開催により、消費者の皆様が正しい知識を
もち消費者被害にあわないための啓発を行っています。
　また、年に４回の無料弁護士相談により、消費者の皆様が専門家に相談することが出来る機会を
設けています。
　消費生活に関するトラブルについては、ひとりで悩まず、お気軽にご相談ください。

○徳之島町役場企画課（消費生活相談担当）　電話0997-82-1111（内線223）

移動消費生活講座

248千円

財源内訳

主な経費

8

都市圏で行われている移住イベント

300千円

財源内訳

主な経費

9

- 8 -



課 名 会計課

係 名 会計係

事 業 費

町負担額 1,231千円

旅費　　　　　 127千円

消耗品費　 562千円

手数料　　 542千円

課 名 税務課

係 名 賦課係

事 業 費

町負担額　 3,947千円

納税通知・納付書等消耗品 1,230千円

各種税金研修会等旅費 360千円

各協議会負担金 322千円

登記地図管理システムリース 896千円

1 会計業務予算

　
　収入に関しては、町税(住民税や固定資産税など)、使用料（保育料や住宅使用料など）、手数料
（戸籍手数料など）、分担金（土層改良分担金など）、負担金（保育所入所負担金など）、地方交
付税、国庫支出金、県支出金といった公金を収納し、各課へ領収済み通知書を渡し、収入をとった
ことをお知らせします。
　支出に関しては、税額の変更などにより納め過ぎたお金を返す還付金やコピー用紙などの消耗
品、物品の購入、研修の旅費などを適正か確認し、実際に支払いを行ないます。

1,231千円

財源内訳

主な経費

4．会計課

5．税務課

1 地方税の賦課事務

　
　税務課では、個人住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税等の賦課及び法人町民税、
町たばこ税の申告納税の促進、各種証明の発行、台帳の管理・閲覧等の業務を行っております。
町税について町民の理解を深め、税に関する意識の高揚を図り、町税の公平かつ適正な課税を行
い、住民サービスの根本をなす自主財源の確保に努めています。

　

3,947千円

財源内訳

主な経費

町税・使用料・手数料・分担

金 

負担金・地方交付税・国庫

住民・国・県 

振込・窓口収

各課 

申請・通知 

会計 
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課 名 収納対策課

係 名 徴収係

事 業 費

町負担額 411千円

旅費（２名）×４日間 311千円

レンタカー ８0千円

高速、駐車場代 20千円

課 名 収納対策課

係 名 徴収係

事 業 費

町負担金　 764千円

【運転資金】

コンビニ収納基本料金 60千円

コンビニ収納取扱手数料 627千円

コンビニ用用紙代 77千円

1 出張徴収

　関西(H３０・H31）、関東(R３）、鹿児島を中心に島外の滞納者と直接面談し、納付依頼、徴
収、誓約、　財産調査等を行い徴収率の向上、納税意識の啓発等に努めています。

　

411千円

財源内訳

主な経費

6．収納対策課

2 コンビニ及びPay払い収納

・コンビニエンスストア及びスマホ決裁アプリを利用し、町税等の納付ができます。夜間や休日を
問わず24時間支払えますので、平日に納付することが難しい方などは、是非ご利用ください。
　
*以下の納付書はコンビニエンスストア及びスマホ決済アプリではお支払ができません。
×バーコードが無いもの
×金額を訂正したもの
×バーコードが読めないなど受付ができないもの
×納付書１枚あたりの金額が３０万円を超えるもの
×納付期限を過ぎたもの

764千円

財源内訳

主な経費

＜令和３年度各種税金納期一覧表＞ 

納期内納税にご協
力をお願いします。 

【問い合わせ先】 収納対策課  
ＴＥＬ：82-1111（内171・172・173） 
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課 名

係 名

事 業 費

町負担額　 　2,024千円

総会報酬 1,572千円

旅費 231千円

その他 221千円

課 名

係 名

事 業 費

町負担額　　 182千円

総会報酬 28千円

旅費 117千円

その他 37千円

課 名

係 名

事 業 費

町負担額　　 1,550千円

総会報酬 672千円

旅費 739千円

その他 139千円

1 選挙管理委員事務

7．選挙管理委員会・監査委員会

選挙管理委員会

選挙管理委員会2 明るい選挙推進協議会事務

　公職選挙法及び同法施行令、町条例その他委員会規定に基づき、町選挙管理委員会の管理する選
挙又はその他の事務について、実施に関する必要な事項を図る。

（内容）　○定例委員会（月1回）　○定時登録（選挙人名簿の差し替え、年4回）
　　　　　○永久選挙人名簿調整

　

財源内訳

主な経費

　民主主義の理想である信頼される政治の確立企図し、この理想現実のために選挙人の常時啓発に
全力を挙げ明るい選挙の実現を期する目的

（内容）　○政治意識の高揚を図る。　○関係機関及び団体の連絡調整を図る。
               ○高校生を対象に選挙の出前授業

2,024千円

182千円

財源内訳

監査事務

主な経費

　常に法令及び町行政の全般にわたるる調査研究に努め、監査に当たっては町行政の適法性又は妥
当性の保証を旨とし、公正で合理的かつ効率的な町行政の確保を図る。

（内容）　○例月現金出納検査（通帳、基金台帳等）○決算監査を実施、意見書作成
　　　　　○他随時監査の計画（備品台帳監査、肉用牛監査等）

1,550千円

財源内訳

　

主な経費

選挙管理委員会3
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課 名 住民生活課

係 名 戸籍住民係

事 業 費

国庫補助金　   5,693千円

手数料　　　  5,624千円

町負担額　　  　 2,598千円

報償費 120千円

旅費 336千円

需用費 1,000千円

通信運搬費 10千円

委託料・戸籍システム使用料 8,356千円

負担金 4,093千円

課 名 住民生活課

係 名 国民年金係

事 業 費

国庫支出金　 2,506千円

会計年度任用職員 2,203千円

その他 303千円

8．住民生活課

○国民年金の加入手続き　○国民年金保険料納付方法の変更　○年金手帳の再交付申請　○国民年
金保険料の納付が困難なときの保険料免除申請　○年金を受け取るための請求手続き　○障害年
金・遺族年金の申請　○国民年金基金に関する手続き等を行っています。
　
その他の国民年金に関する相談、申請の受付も行っております。

　

2,506千円

財源内訳

主な経費

1 戸籍住民係

　住民異動届の受付、住民票関係証明書、印鑑登録・印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等の交
付、出生・死亡・婚姻・離婚・転籍等の戸籍に関する届出、中長期在留者居住地等の届出
事務、犯罪人名簿に関すること、成年被後見人及び保佐人並びに破産者に関すること、埋
火葬及び改葬の許可に関すること、人口動態調査に関すること、個人番号カードの交付、
人権相談に関する事務を行っております。

13,915千円

財源内訳

主な経費

2 国民年金事業

マイナンバー制度に関する 

      お問い合わせは住民生活課まで。 
 

                         ＴＥＬ：82-1111（内123） 
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課 名 住民生活課

係 名 環境衛生係

事 業 費

町負担額　 6,000千円

県支出金　 6,000千円

ハブ買取り代 12,000千円

課 名 住民生活課

係 名 環境衛生係

事 業 費

町負担額　 40,135千円

家庭ごみ委託料 40,135千円

課 名 住民生活課

係 名 環境衛生係

事 業 費

三町負担額　 8,872千円

県支出金 5,323千円

町負担額 3,549千円

ネコ手術代 2,160千円

臨時職員賃金 1,920千円

その他 4,792千円

5 徳之島３町ネコ対策事業

　野良猫等の増加による、アマミノクロウサギなどの徳之島に生息する希少野生動物への捕食被害
を防止することを目的に、野良猫を捕まえて不妊手術を行い、また元いた場所へ戻す事業です。

　

8,872千円

主な経費

4 ごみ処理事業

　徳之島町内のごみなどを適切に処理し、徳之島町の環境衛生に関する事業です。

40,135千円

財源内訳

主な経費

3 ハブ対策事業

　徳之島町内からハブを１匹３，０００円で買取り、ハブに町民がかまれることがないようにする
事業です。またハブに咬まれた際の医療費なども助成しています。

　

12,000千円

財源内訳

主な経費

財源内訳

                         ＴＥＬ：82-1111（内123） 
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課 名 介護福祉課

係 名 児童福祉係

事 業 費

国庫支出金 726千円

県支出金 726千円

町負担額 728千円

事業所への委託料 2,180千円

課 名 介護福祉課

係 名 児童福祉係

事 業 費

国庫支出金 1,666千円

県支出金 1,666千円

町負担額 1,668千円

事業所への委託料 5,000千円

　
　地域社会における子育て中の親子の交流促進や育児の相談等を実施し、親子が気兼ねなく集うこ
とで子育てに対する孤立感や負担感を解消し、子育てする家庭の支えとなることを目的とする。
　亀津地区では週3日、出張広場として前川生活館で週１日、午前10時～午後3時でベビーマッ
サージや絵本あそび、食育教室、カレンダー身体測定など他にも親子で楽しめる様々なイベントを
行っている。

5,000千円

財源内訳

主な経費

2

1 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポート）

　
　地域において育児や介護の援助を受けたい方と行いたい方が会員となり、会員同士で支え合うこ
とを目的とする。現在、県内に設置されているファミリー・サポート・センターは、すべて育児に
関する援助活動を行っている。ファミリー・サポート・センターに事前に登録している援助依頼会
員と援助提供会員は、ファミリー・サポート・センターを介してサービスを依頼または提供するこ
とになっている。
　利用内容として、保育施設までの子どもの送迎や学童保育終了後の子どもの預かり、冠婚葬祭時
などによる外出時に子どもの預かりなど。原則として、預かる場所は提供会員の自宅となってい
る。

2,180千円

財源内訳

9．介護福祉課

　

主な経費

地域子育て支援拠点事業（われんきゃ広場）
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課 名 介護福祉課

係 名 児童福祉係

事 業 費

国庫支出金　 1,600千円

県支出金 1,600千円

町負担額 1,600千円

事業所への補助金 4,800千円

課 名 介護福祉課

係 名 老人福祉係

事 業 費

借入金 4,200千円

事業所への委託料 4,200千円

課 名 介護福祉課

係 名 児童福祉係

事 業 費

県補助金　 3,300千円

借入金　　 3,300千円

ひとり親家庭医療費助成 6,600千円

　
　ひとり親家庭等の一部を助成することにより、ひとり親家庭の生活の安定と福祉の向上を目的と
しています。
対象者は徳之島町内に住所があり、医療保険に加入しているひとり親家庭等の方が対象になりま
す。

　

6,600千円

財源内訳

主な経費

ひとり親家庭医療費助成事業

財源内訳

主な経費

4 敬老バス乗車補助事業

4,200千円

財源内訳

主な経費

5

　

4,800千円

　75歳以上の高齢者を対象としてバス乗車料金を全額補助します。経済的な負担を軽減すること
でバス利用による通院や買い物等の外出を容易にし、日常生活活動の維持を図ります。

3 病児保育事業

　
　保育施設や小学校等で体調不良が原因で集団生活が困難で、さらに保護者の事情により保育でき
ない等の場合において保育することを目的とする。
　利用する際には、事前登録をし病歴やかかりつけ病院の確認が必要となっている。利用対象児は
生後3か月～小学6年生までで、利用場所は対象児の自宅、保育者の自宅または専用スペースと
なっている。

- 15 -



課 名 介護福祉課

係 名 福祉係

事 業 費

国庫支出金 2,500千円

県支出金 1,250千円

町負担額 1,250千円

障がい者補装具給付事業 3,500千円

障がい児補装具給付事業 1,500千円

課 名 介護福祉課

係 名 福祉係

事 業 費

国庫支出金 2,500千円

県支出金 1,250千円

町負担額 1,250千円

障がい者日常生活給付事業 3,000千円

障がい児日常生活給付事業 500千円

7 障がい者・児日常生活用具給付事業

　障がい者等に対して、日常生活用具を給付することにより、日常生活活動の便宜を図り、障がい
者等の福祉の増進に資することを目的とする。

5,000千円

財源内訳

主な経費

6 障がい者・児補装具給付事業

　
　身体障がい者及び18歳以上の難病患者等の職業その他日常生活の能率の向上を図ることを目的
として、また身体障がい児及び18歳未満の難病患者等については、将来、社会人として独立自活
するための素地を育成・助長すること等を目的とし、身体障がい者・児の身体の状況、性別、年
齢、職業、教育、生活環境等の諸条件を考慮して支給されるものである。

　

5,000千円

財源内訳

主な経費
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課 名 介護福祉課

係 名 福祉係

事 業 費

県補助金 13,500千円

借入金 13,500千円

重度心身障がい者医療費助成 27,000千円

課 名 介護福祉課

係 名 福祉係

事 業 費

町負担額 1,100千円

障がい者・障がい児施設訪問

旅費助成事業 1,100千円
主な経費

9 障がい者・障がい児施設訪問旅費助成事業

　

27,000千円

財源内訳

主な経費

　
　心身障がい児及び身体障がい児（者）の療育を目的として島外の医療機関等に通院、又研修する
際に、心身障がい児及び身体障がい児（者）の家族が付添いのために必要な旅費を助成し、もって
福祉の増進を図るとともに、心身障がい児及び身体障がい児（者）の属する家庭の負担軽減を図る
ことを目的とする。
   対象者は本町に居住（出身）を有し、18歳未満の者（以下「対象児（者）」という。）並びに
その保護者とする。また心身障がい児（者）が施設に入所したとき、定期的訪問に必要な旅費の一
部を助成することにより、対象世帯の生活安定と心身障害児（者）の福祉の向上を図ることを目的
とする。

　
　重度心身障がい者の健康の保持増進を図りもって重度心身障がい者の福祉の向上に資するために
行う。
　対象者は、児童福祉法により設置された判定機関において知能指数が35以下と判定された者、
身体障がい者手帳の１級又は２級に該当する障がいを有するもの、手帳の交付を受けた者で省令別
表の３級に該当する障がいを有し、かつ、判定機関において知能指数が50以下と判定された者。

1,100千円

財源内訳

8 重度心身障がい者医療費助成事業
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